
 - 1 - 

主 文 

  １ 被告は，原告ら各自に対し，２１００万円及びこれに対する平成２６年

１月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

  ２ 原告らのその余の請求を棄却する。 

  ３ 訴訟費用は，これを５分し，その２を原告らの負担とし，その余は被告

の負担とする。 

事実及び理由 

第１ 請求 

  被告は，原告ら各自に対し，３５２３万２７３２円及びこれに対する平成２

６年１月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

   本件は，被告である甲町の住民である原告らが，地方自治法２４２条の２第

１項４号に基づき，甲町長に対して損害賠償請求の義務付けを求めて提起した

住民訴訟（以下「本件住民訴訟」という。）において一部勝訴したため，同条

１２項に基づき，本件住民訴訟について委任を受けた弁護士ら（以下「本件受

任弁護士ら」という。）に支払うべき報酬額の範囲内で相当と認められる額

（以下「弁護士報酬相当額」という。）として，被告に対し，原告ら各自に対

し，不可分債権として３５２３万２７３２円及びこれに対する平成２６年１月

１０日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求

める事案である。 

 １ 前提事実（当事者間に争いのない事実のほか，各項掲記の証拠（以下，枝番

のあるものは特記なき限り枝番を全て含む。）等により容易に認定することが

できる事実及び当裁判所に顕著な事実） 

  （１）原告ら 

     原告らは，いずれも甲町の住民である。 

  （２）本件住民訴訟の提起 
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    ア 原告らは，本件受任弁護士ら（なお，原告ら訴訟代理人弁護士らと同

一である。）に訴訟委任を行い（以下，同訴訟委任に係る委任契約を

「本件委任契約」という。），平成２１年５月２８日，甲町の執行機関

である甲町長を被告として，別紙１相手方一覧表（以下，単に「相手方

一覧表」という。）の「相手方」欄記載の各相手方（なお，各相手方を

個別に表記する場合には，同表に記載された略称を用いる。）に対し，

それぞれ同表の「請求額」欄記載の各金額及びこれに対する平成２１年

６月６日から支払済みまで年５分の割合による金員を甲町（被告）に支

払うよう請求することの義務付けを求めて，地方自治法２４２条の２第

１項４号本文に定める本件住民訴訟（当庁平成２１年（行ウ）第９９

号）を提起した。なお，同表の「相手方」欄記載の各相手方のうち，Ａ，

Ｂ及びＣを除く２２者が，それぞれ自己関係分に関する訴訟につき被告

に補助参加した。（甲１，４） 

      本件住民訴訟の第一審裁判所は，平成２４年６月８日，甲町長（本件

住民訴訟被告）に，相手方一覧表の「相手方」欄記載の各相手方に対し，

それぞれ同表の「認定額（第一審）」欄記載の金額及びこれに対する平

成２１年６月６日から支払済みまで年５分の割合による金員を甲町（被

告）に支払うよう請求することを義務付ける内容の一部認容判決をした

（甲１）。 

    イ 上記アにおいて甲町長（本件住民訴訟被告）に補助参加していた者は，

上記アの第一審判決の控訴人である甲町長の敗訴部分を不服として，そ

れぞれ自己関係分について甲町長のために控訴し（大阪高等裁判所平成

２４年（行コ）第１０１号），さらに，Ａ及びＢが甲町長（本件住民訴

訟控訴人）に補助参加し，それぞれ自己関係分について控訴人敗訴部分

の取消し及び取消部分に係る被控訴人ら（本件住民訴訟第一審原告ら）

の請求棄却の判決を求めた（甲２）。 
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      本件住民訴訟の控訴審裁判所は，上記アの第一審判決を変更し，甲町

長（本件住民訴訟控訴人）は，相手方一覧表の「相手方」欄記載の各相

手方に対し，それぞれ同表の「認定額（控訴審）」欄記載の金額及びこ

れに対する平成２１年６月６日から支払済みまで年５分の割合による金

員を甲町（被告）に支払うよう請求することを義務付ける内容の一部認

容判決（以下「本件控訴審判決」という。）をした（甲２）。 

    ウ 本件控訴審判決を不服とする控訴人補助参加人らは，上告を提起する

とともに上告受理申立てをした（最高裁判所平成２５年（行ツ）第３５

０号ないし第３５２号，同年（行ヒ）第３６７号ないし第３６９号）と

ころ，最高裁判所は，同年１２月１７日，各上告を棄却するとともに，

いずれも上告審として受理しない旨の決定をした（甲３，弁論の全趣

旨）。 

  （３）原告らによる弁護士報酬の請求 

     原告らは，平成２５年１２月２６日，被告に対し，本件住民訴訟に係る

弁護士報酬相当額として，３５２３万２７３２円（消費税を含む。）を１

４日以内に支払うよう請求した（甲７）。 

  （４）日本弁護士連合会において従前定められていた報酬等基準規程（甲３

３） 

     日本弁護士連合会においては，従前，報酬等基準規程（平成７年９月１

１日会規第３８号。以下「旧報酬規程」という。）を定めていた（なお，

旧報酬規程は，平成１６年４月１日に廃止され，以後，弁護士報酬が自由

化された（弁論の全趣旨）。）。旧報酬規程には，本件に関係する部分と

して，以下の定めがある。 

    ア 弁護士報酬は，法律相談料，書面による鑑定料，着手金，報酬金，手

数料，顧問料及び日当とする。これらのうち，着手金とは，事件又は法

律事務（以下「事件等」という。）の性質上，委任事務処理の結果に成
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功不成功があるものについて，その結果のいかんにかかわらず受任時に

受けるべき委任事務処理の対価をいう。また，報酬金とは，事件等の性

質上，委任事務処理の結果に成功不成功があるものについて，その成功

の程度に応じて受ける委任事務処理の対価をいう。（３条） 

    イ 弁護士報酬は，１件ごとに定めるものとし，裁判上の事件は審級ごと

に，裁判外の事件等は当初依頼を受けた事務の範囲をもって，１件とす

る。ただし，旧報酬規程第三章第１節において，同一弁護士が引き続き

上訴審を受任したときの報酬金については，特に定めのない限り，最終

審の報酬金のみを受ける。（５条１項） 

    ウ 旧報酬規程に定める額は，消費税法に基づき，弁護士の役務に対して

課せられる消費税の額に相当する額を含まない（１０条）。 

    エ 民事事件の着手金及び報酬金については，旧報酬規程に特に定めのな

い限り，着手金は事件等の対象の経済的利益の額を，報酬金は委任事務

処理により確保した経済的利益の額をそれぞれ基準として算定する（１

３条）。 

    オ 上記エの経済的利益の額は，旧報酬規程に特に定めのない限り，金銭

債権は債権総額（利息及び遅延損害金を含む。）とし，継続的給付債権

は債権総額の１０分の７の額（ただし，期間不定のものは７年分の額）

として算定する（１４条１項１号，３号）。 

    カ 訴訟事件，非訟事件，家事審判事件，行政審判等事件及び仲裁事件の

着手金及び報酬金は，旧報酬規程に特に定めのない限り，経済的利益の

額を基準として，それぞれ次のとおり算定する（１７条１項）。 

       経済的利益の額             着手金  報酬金 

       ３００万円以下の部分           ８％  １６％ 

       ３００万円を超え３０００万円以下の部分  ５％  １０％ 

       ３０００万円を超え３億円以下の部分    ３％   ６％ 
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       ３億円を超える部分            ２％   ４％ 

    キ 上記カの着手金及び報酬金は，事件の内容により，３０％の範囲内で

増減額することができる（１７条２項）。 

    ク 民事事件につき同一弁護士が引き続き上訴事件を受任するときは，上

記カ，キにかかわらず，着手金を適正妥当な範囲内で減額することがで

きる（１７条３項）。 

  ２ 争点及びこれについての当事者の主張 

    本件の主たる争点は，本件住民訴訟において一部勝訴したことを理由とし

て，原告らが，本件受任弁護士らに対して支払うべき報酬額の範囲内で，地

方自治法２４２条の２第１２項に基づき，被告に対して支払を請求すること

のできる「相当と認められる額」（弁護士報酬相当額）がいくらかである。

この争点についての当事者の主張は，以下のとおりである。 

   （原告らの主張） 

   （１）原告らは，本件受任弁護士らとの間で，本件住民訴訟に先立ち，住民

側の勝訴が確定した場合には，判決で認容された損害賠償請求を義務付

ける額の元本額を経済的利益として，旧報酬規程により，着手金，報酬

金及びこれらに対する消費税額を支払うこととする合意をした。本件住

民訴訟において認容された損害賠償金元金は３億７４７４万９７２５円

であるから，旧報酬規程を適用すると，着手金１１１８万４９９４円，

報酬金２２３６万９９８９円，消費税１６７万７７４９円となり，これ

らの合計額は３５２３万２７３２円となる。 

   （２）ア（ア） 最高裁判所平成１９年（受）第２０６９号同２１年４月２

３日第一小法廷判決・民集６３巻４号７０３頁（以下「平成

２１年判決」という。）は，「相当と認められる額」につい

て，住民訴訟において住民から訴訟委任を受けた弁護士が当

該訴訟のために行った活動の対価として必要かつ十分な程度
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として社会通念上適正妥当な額をいうとし，その具体的な額

は，当該訴訟における事案の難易，弁護士が要した労力の程

度及び時間，認容された額，判決の結果普通地方公共団体が

回収した額，住民訴訟の性格その他諸般の事情を総合的に勘

案して定められるべきものであるとしている。 

        （イ）そして，最高裁判所平成２１年（受）第１４０８号同２３

年９月８日第一小法廷判決・裁判集民事２３７号３１１頁

（以下「平成２３年判決」という。）に照らせば，普通地方

公共団体が回収した額を考慮するに当たっては，実際の回収

額から一定額の拠出を控除すべきでないことになるから，被

告が主張するように，回収した額から回収に要した経費を差

し引く扱いをすることは失当である。このことは，本件住民

訴訟に対応した甲町長の代理人弁護士及び被告の職員の人件

費（いわゆる第２次訴訟を含む。），さらに債権回収に要し

た費用についても同様であり，上記回収した額の考慮に当た

ってはこれらの費用は差し引かれるべきものではない。また，

国庫補助金の返還額についても回収した額として考慮すべき

ものに当たらない。 

           第２次訴訟において，被告と談合業者との間で分割弁済の

裁判上の和解が成立した部分については，長期分割弁済の裁

判上の和解を行う場合，当初から実現不可能な和解を行うこ

となどあり得ず，一括弁済はできないものの長期分割をする

ことにより営業を継続しながら完済をすることが可能である

という一定の予測の下に合意されるものであるから，和解に

より確認された損害賠償債務の全額が上記回収した額として

考慮されるべきである。仮に現時点で和解の実現が危ぶまれ



 - 7 - 

るような状況が生じているとすれば，和解案検討に当たり，

被告側の故意過失により審査を誤ったものであって，被告の

財産である債権管理を怠ったことをいうにすぎない。この点

を措いて仮に将来の支払不能リスクを考慮したとしても，旧

報酬規程では，継続的給付債権の場合にその債権総額の７割

を経済的利益の額として算定することとされているから（１

４条３号），これにより少なくとも元本部分の７割は回収額

として報酬算定の基礎とすべきである。 

           なお，遅延損害金についても，上記回収した額に含まれる。 

        （ウ）また，平成２１年判決にいう「住民訴訟の性格」について，

同判決はその具体的内容を示していないが，住民訴訟の目的

が原告の個人的利益を追及するものではなく，公の利益に資

するためのものであることからすれば，原告個人には何らの

個人的利益は入らないのであるから，約定された弁護士費用

の大半は公の費用において賄われるべきである。 

           被告は，住民訴訟の目的が住民全体のために地方公共団体

の財務会計上の行為を正すことにあるとして，住民訴訟の弁

護士報酬相当額についても旧報酬規程から５０％程度減額さ

れるべきであると主張するが，住民訴訟の目的の一つが違法

な財務会計行為の是正にあるとしても，それにとどまらず地

方公共団体が被った損害の回復という目的も含まれており，

本件住民訴訟は，本来甲町長が提起しなければならなかった

訴訟を原告らがこれに代わって行ったものにすぎないから，

これを行ったことにより弁護士に対して支払われる報酬が減

額されるべきものではないし，違法な財務会計行為の是正に

より，地方公共団体のコンプライアンスが向上する以上，弁
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護士に対して支払われる報酬を減額する理由はない。加えて，

住民訴訟においては，住民が弁護士に対して高額な着手金を

支払うことができる例は少なく，弁護士においても，住民の

経済的事情を理解して低廉な着手金で受任して訴訟追行して

いるのであって，このような活動に対して正当な報酬が確保

されなければ，訴訟を受任する弁護士がいなくなり，住民に

与えられた監査請求，住民訴訟を提起する権利を実質的に奪

うことになる。 

        イ 本件住民訴訟の経過 

        （ア）平成１９年１０月下旬頃，新聞報道により被告の町営住宅

である己住宅第２期工事の談合が発覚し，甲町建設業共同組

合幹部とＤの代表者ら４名が同年１１月に入札妨害被告事件

（以下「関連入札妨害事件」という。）により起訴され，平

成２０年３月に言い渡されたＤの代表者らに対する刑事事件

判決において，甲町建設業共同組合主導の下で，己住宅第２

期工事だけでなく，長年にわたり恒常的に談合が存在した旨

の事実が認定された。 

        （イ）原告乙は，被告が談合業者に対する損害賠償請求訴訟を提

起しなかったことから，刑事確定訴訟記録法に基づいて関連

入札妨害事件の記録の一部を入手し，さらに，原告らは，平

成２１年３月，住民監査請求を行った。 

        （ウ）原告らは，住民監査請求が棄却されたことを受けて，本件

受任弁護士らに住民訴訟の受任を打診し，関連入札妨害事件

の事件記録の一部及び住民監査請求に用いた資料を提供して

検討された結果，本件受任弁護士らを代理人として，平成１

５年度から平成１９年度までの被告の建設工事の中から明ら
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かに談合であると考えられる１５７件の公共工事（以下「本

件請求対象工事」という。）について，建設業者ら２３業者，

甲町建設業共同組合の理事の職にあった者２名及び甲町建設

業共同組合を請求の相手方とする履行請求訴訟（本件住民訴

訟）を提起した。 

           本件住民訴訟の被告であった甲町長は談合があったことに

ついては不知とする答弁をし，甲町長が請求の相手方である

２３業者，甲町建設業共同組合の理事の職にあった者２名及

び甲町建設業共同組合に訴訟告知を行ったところ，Ａ，Ｂ，

Ｃ以外は，いずれも訴訟代理人を選任した上で，甲町長（本

件住民訴訟被告）に補助参加し，談合行為を否認する旨の答

弁を行った。 

          そこで，原告ら（本件受任弁護士ら）は，関連入札妨害事

件の事件記録を入手すべく，文書送付嘱託の申出等を行い，

また，先行して訴訟係属していたＤの被告に対する己住宅第

２期工事に係る請負代金請求訴訟（以下「別件民事訴訟」と

いう。）の証拠の中に，チャンピオン以外の業者の入札金額

の決め方について言及したＥ代表者の検察官に対する供述調

書が存したことから，これを参考として，入手した関連入札

妨害事件の事件記録等を精査し，分析を重ね，本件請求対象

工事のうち，「談合していることが見え見えな金額」の公共

工事の入札３６件，「見え見え」にならないように少し工夫

された入札１２件，巧妙に工夫されて金額だけでは談合だと

は分からない入札１２件があると判断し，更に，平成１９年

１２月以降の談合が行われていない入札調書を分析し，これ

と対比して談合がされている場合の特徴，されていない場合
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の特徴を比較した。 

          そして，原告らは，本件住民訴訟において，証人として甲

町建設業共同組合事務局長であった丙を申請し，補助参加人

らは，証人として丁（甲町建設業共同組合の元理事），戊

（同），Ｆ（Ｇ），Ｈ（Ｉ代表者），Ｊ（Ｋの親会社の代表

者）を申請し，それぞれ採用され，尋問が行われたが，いず

れの証人も原告らからはいわゆる敵性証人であった。 

          以上のように，本件住民訴訟は本件請求対象工事が談合に

当たるか否かを審理の対象とするものであり，請求の相手方

となる業者だけをみても２３業者と極めて多く，複雑な事案

であり，談合を立証する直接証拠がなく，立証も困難なもの

であった。加えて，本件住民訴訟の被告であった甲町長は，

本件住民訴訟中において談合行為について調査をしたと主張

しながら，原告らにより同調査の結果を提出するよう釈明を

求められたにもかかわらずこれに応じようとしないなど，原

告らによる本件住民訴訟の訴訟追行に非協力的であった。 

       ウ（ア）被告は，総額約１億３０００万円の経費支出があり，この

経費支払のうち，合理性・相当性のある範囲で控除すべきで

あると主張する。しかし，談合によって被った損害について，

その賠償を求め，損害の回復を図ることは自治体が行うべき

業務であるから，本来自治体が行うべき回収業務に関する人

件費，弁護士費用等をその主たる内容とする被告が主張する

ところの経費を，住民訴訟に関する弁護士報酬相当額を算定

する際に考慮すべきものとは解されない。具体的には，本件

住民訴訟経費（３２０万６１９０円。うち着手金及び報酬金

として３１５万円），債権保全経費（３３９万７５８８円。
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うち弁護士委託料として７３万５０００円），訴外交渉等経

費（６３万円），損害賠償請求訴訟費用等（３０８万５７６

４円。うち着手金１０５万円，報酬金１０５万円），相手方

弁護士報酬請求訴訟（本訴訟）費用等（３７３３万２７３２

円。うち着手金１０５万円，報酬金１０５万円，原告らが本

訴で弁護士費用として主張する３５２３万２７３２円），支

払履行費用（６５万２７９６円）並びに人件費・旅費（８３

４４万１０４０円）は，いずれも本件住民訴訟に関する弁護

士費用（弁護士報酬相当額）を算定する際に考慮すべきもの

には当たらない。 

        （イ）また，第２次訴訟は，既に第１段階の訴訟（住民訴訟）で

確定されている地方公共団体の金銭債権を執行することを目

的とする民事訴訟であり，これらには第１段階の訴訟（住民

訴訟）による参加的効力が及んでいることからも，第２次訴

訟の訴訟追行の負担は大きいものではない。仮に回収につい

て困難が存しているとすれば，それは被告が平成２０年時点

において訴訟を提起しなかったこと，原告らが提起した本件

住民訴訟に対し妨害ともいうべき態度をしたことによるもの

である。 

        エ 甲町長は，被告の平成２０年１２月議会において，過去の入

札における不法行為に対し，毅然たる方針の下，法的な損害賠

償を求めるべきであるとの決議が可決されていたにもかかわら

ず，その怠慢により，訴えを提起することなく放置したのであ

るから，自らの怠慢によって住民ら（原告ら）に訴訟追行の負

担をかけたのであり，その訴訟追行にあたった本件受任弁護士

らに対して支払われる弁護士報酬相当額の減額を主張すること
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など許されない。 

       （被告の主張） 

     （１） 地方自治法２４２条の２第１２項にいう「相当と認められる

額」の認定に当たっては，旧報酬規程は既に廃止され，長期間が

経過していることに照らせば，旧報酬規程によることが適正な弁

護士費用とは認められない。 

     （２）ア 地方自治法２４２条の２第１２項の「相当と認められる額」

の合理的算定に当たっては，当該地方公共団体の確保した経済

的利益の額，住民訴訟の目的（個人的な権利利益の保護救済を

図るためではないこと）及び住民訴訟の改正による手続の変更

に対する考慮（同法の改正により，同条１項４号の住民訴訟が，

１回の訴えで損害賠償請求等を行っていた点を改めて，執行機

関を被告とする義務付け訴訟としての第１次訴訟と，債権者で

ある地方公共団体が原告となって業者らに対する損害賠償等を

請求する第２次訴訟を要することとなり，地方公共団体に新た

な負担を生じさせていること）を重視する必要がある。 

        イ 被告は，本件住民訴訟において請求することを義務付けられ

た相手方のうち１０者からは完済（相殺等によるものを含

む。）を受けているが，残りの１５者（甲町建設業共同組合の

理事の職にあった２人の自然人（丁，戊）を含む。）について

は，その資産，収入及びその経営状況からすると，回収が厳し

いものと見込まれている。平成２７年４月３０日時点における

回収済みの損害賠償金元金及び遅延損害金の合計は１億９６６

７万６６２５円である。 

          弁護士報酬相当額の算定に当たっては，損害賠償金元金を基

準とすべきであり，遅延損害金を加算することは正当とは解さ



 - 13 - 

れない。すなわち，遅延損害金は，金銭債務の不履行による損

害賠償金であり，元金との関係では付随的・二義的なものであ

る。また，原告らが本件受任弁護士らとの間で締結した本件委

任契約においても，弁護士報酬について，判決認容額の元本額

を経済的利益の額としており，遅延損害金を含めてはいない。

実際にも，遅延損害金は，損害賠償金元金が認められた場合に

法定金利により計算されているもので，弁護士報酬相当額の算

定に当たっては損害賠償金元金を基準とすることで足りるもの

といえる。さらに，住民訴訟は個人的な権利利益の保護救済を

図るためのものではないことから，被告の確保した経済的利益

の額としては遅延損害金を含む必要性は低いといえる。 

          長期分割支払の合意をした業者（第２次訴訟において６者と

の間で分割弁済による和解成立）については，当該業者の資産

及び資力が乏しかったことから，長期における分割支払となっ

たものであって，将来の回収の見込みが低いといえるから，将

来の分割弁済に係る金額を弁護士報酬相当額の算定要素に入れ

る合理性に乏しい。また，第２次訴訟において判決に至った業

者等については，いずれも会社としての実体がなくなっている

か，または既に会社としての機能が正常に活動しているとはい

えないものであるし，甲町建設業共同組合の理事の職にあった

者２名についても，負担する損害賠償金等の責任財産である資

産及び資力はほとんど存しない。 

       ウ（ア）被告は，本件住民訴訟の判決確定後，直ちに損害賠償金の 

回収に向けて，専属の部署及び担当者を配置するなど，債権 

回収の体制を整え，しかもこれまで多大な経費等の支出を行 

っており，平成２６年１２月末日時点において，総額約１億 
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３０００万円に及ぶ（その内訳は，別紙２「住民訴訟にかか 

る年度別経費（概数）」のとおりである。）。これらの経費 

は，被告が債権回収による経済的利益を確保するため，被告 

の職員らが行った事務等に要する費用であり，その苦労は甚 

大であって，そのための経費支出も多額になっている。そう 

すると，弁護士報酬相当額の判断要素としては，単に損害賠 

償金の入金額だけを考慮することなく，そのための経費につ 

いても，合理性・相当性のある範囲内で当然これを控除すべ 

きである。 

        （イ）上記（ア）の事情に加え，仮に本件住民訴訟において談合 

が存したものと認定された１４４件の建設工事に対する３億 

７４７４万９７２５円の全額が納付された場合，７３ 件の 

建設工事が国庫補助金等を受け事業実施しているため，概ね 

１億円の返還を要することとなる。現時点での損害賠償金元 

金の納付額からすると，過交付となる補助金額としては３４ 

００万円を上回る額を返還する見込みとなる。したがって， 

弁護士報酬相当額の判断要素としては，被告が確保した経済 

的利益の入金額だけで考慮することなく，当該工事における 

国庫補助金等の返還額についても相当の範囲内で控除される 

べきである。 

        エ 住民訴訟の目的は，住民全体の利益のために地方公共団体の 

財務会計上の行為を正すことにあって，訴えを提起した者の個 

人的な権利又は地方公共団体の利益の各保護救済を図るためで 

はないなどの制度趣旨を考慮する必要がある。弁護士報酬相当 

額を決するに当たり旧報酬規程を勘案し得るとしても，その基 

準額が当然に適用かつ是認されるのではなく，通常一般の民事 
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訴訟の場合においても，その事件の内容いかんによって旧報酬 

規程により算出された弁護士報酬を３０％減額することが許容 

されていたことから，住民訴訟については，その公益目的を考 

慮し，旧報酬規程により算出された額から５０％程度の減額の 

幅が存すると解しても合理性，正当性が認められる。 

        オ そもそも本件住民訴訟において損害賠償請求の相手方とされ 

た業者は，いずれも地元の小規模零細な業者が多く，その財務 

状況はいずれも脆弱で資力も乏しく，多額な損害賠償債務を一 

括で納付する資力や資産のない業者がほとんどである。 

        カ 上記事情を総合すると，「相当と認められる額」（弁護士報 

酬相当額）としては，８００万円を超える金額になることはな 

いと解される。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 地方自治法２４２条の２第１２項の趣旨 

   地方自治法２４２条の２の定める住民訴訟は，住民が，自己の個人的な権利

利益の保護救済を求めて提起するものではなく，地方財務行政の適正な運営を

確保することを目的として，自己を含む住民全体の利益のために，いわば公益

の代表者として提起するものであり，これに勝訴すると，結果として普通地方

公共団体の財務会計上の違法な行為又は怠る事実が防止され又は是正されるこ

とになる。特に，同条１項４号の規定による住民訴訟は，住民が普通地方公共

団体の執行機関等に対して損害賠償請求等の義務付けを求めて提起するもので

あり，この訴訟において住民が勝訴したときは，執行機関等は損害賠償請求権

等の行使を義務付けられ，これにより普通地方公共団体が現実に経済的利益を

受けることになるのであるから，住民がそのために費やした費用を全て負担し

なければならないとすることは，衡平の理念に照らし適当とはいい難い。そこ

で，同条１２項は，上記住民訴訟を提起した住民が勝訴（一部勝訴を含む。）
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した場合に，当該住民訴訟の提起及び追行を委任した弁護士に支払うべき報酬

額の範囲内で相当と認められる額（弁護士報酬相当額）の支払を普通地方公共

団体に対して請求することができることとしたものである。 

   以上のような同項の立法趣旨に照らすと，同項にいう「相当と認められる

額」とは，上記住民訴訟において住民から訴訟委任を受けた弁護士が当該訴訟

のために行った活動の対価として必要かつ十分な程度として社会通念上適正妥

当と認められる額をいい，その具体的な額は，当該訴訟における事案の難易，

弁護士が要した労力の程度及び時間，認容された額，判決の結果普通地方公共

団体が回収した額，住民訴訟の性格その他諸般の事情を総合的に勘案して定め

られるべきものと解するのが相当である。 

（以上につき，平成２１年判決参照） 

 ２ 認定事実 

   前記前提事実のほか，争いのない事実，各項掲記の証拠及び弁論の全趣旨に

より，以下の事実を認めることができる。 

 （１）本件委任契約の締結 

    原告らは，平成２１年５月７日，本件受任弁護士ら（原告ら訴訟代理人弁 

護士らと同じ）との間で，本件住民訴訟に関し，本件委任契約を締結した。 

本件委任契約の概要は，以下のとおりである。（甲４） 

   ア 受任範囲は，第一審訴訟事件，控訴審訴訟事件及び上告審訴訟事件とす

る。 

   イ 弁護士報酬につき，以下のとおり，その種類及び金額又は算定方法を合

意した。 

（ア）弁護士報酬金 

本件住民訴訟により確定した判決認容額の元本額を経済的利益の額と

して，旧報酬規程により算出された着手金額及び報酬金額の合計額に消

費税を加算したものとする。 
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   （イ）支払時期 

      上記（ア）の弁護士報酬金の一部である４２万円については本件委任 

契約の締結時とし，その余の額については，原告らは連帯して，本件住 

民訴訟確定時に支払うものとする。 

   （ウ）特約 

      上記（ア）の金額が，地方自治法２４２条の２第１２項に基づき甲町 

長が原告らに対して支払う弁護士報酬の額を超過するときは，本件受任 

弁護士らは，原告らに対して，その超過する部分を請求しない。 

 （２）本件住民訴訟の経緯 

   ア 第一審 

     本件住民訴訟の内容は，甲町の住民である原告らが，平成１５年４月１ 

日から平成２０年３月３１日までの間に被告（甲町）が発注した本件請求 

対象工事に関し，甲町の地元建設業者によって組織される甲町建設業共同 

組合の理事（丁及び戊）の主導により，建設業者ら（２３業者）の談合が 

行われた結果，被告が損害を被ったとして，被告の執行機関である甲町長 

（本件住民訴訟被告）に対し，地方自治法２４２条の２第１項４号に基づ 

き，相手方一覧表の「相手方」欄記載の各相手方及び甲町建設業共同組合 

に対して不法行為に基づく損害賠償請求（合計８億５９８３万９７５０円 

及び平成２１年６月６日から支払済みまでの遅延損害金）をすること（損 

害賠償請求の義務付け）を求めた住民訴訟である（甲１，１５）。なお， 

原告らは，上記のうち，甲町建設業共同組合に対する損害賠償請求の義務 

付けに係る訴えについては，平成２２年４月９日に実施された第一審の第 

５回口頭弁論期日において，取り下げた（甲５の５，１５）。 

     本件住民訴訟の第一審の第１回口頭弁論期日は，平成２１年７月１０日 

に実施され，平成２３年１０月１２日に実施された第１３回口頭弁論期日 

において６名の証人の取調べを行い（なお，他に１名の証人の取調べが予 
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定されていたが，不出頭により証人採用決定が取り消され，当該証人に係 

る証拠申出が撤回された。），平成２４年１月１８日に実施された第１４ 

回口頭弁論期日において弁論を終結し，同年６月８日に実施された第１５ 

回口頭弁論期日において判決が言い渡された。なお，本件受任弁護士らは， 

判決言渡期日を含む全ての口頭弁論期日に少なくとも３名出席していた。 

（甲１，５，１０） 

     本件住民訴訟の第一審における主要な争点は，原告らが指摘した本件請 

求対象工事に係る談合行為の有無，被告に生じた損害の有無及び額，過失 

相殺の可否及びその割合の３点であり，原告らは，上記争点に関し，合計 

９通の準備書面を提出し，書証として甲１号証ないし３８号証を提出し， 

証人１名と原告本人１名の人証申請をしたほか，関連入札妨害事件に関す 

る文書の送付嘱託及び別件民事事件に関する文書の記録の提示の申出を行 

った（上記書証には，送付嘱託等によって得られた記録を謄写するなどし 

たものも含まれる。）（甲１，５，９，１０，弁論の全趣旨）。 

     本件住民訴訟の第一審は，審理の結果，本件請求対象工事のうち，甲町 

建設業共同組合に加入していない業者が入札に参加した工事４件及び落札 

率が９５％未満の工事９件を除く工事については，甲町建設業共同組合の 

主導により，入札に参加した甲町建設業共同組合加入業者の間で談合が行 

われていたものと認め，談合が行われたものとして認定された工事におい 

て，談合により形成された実際の落札価格と想定落札価格との差額を被告 

が被った損害とし，民事訴訟法２４８条を適用して，損害の額については 

，談合が行われたものとして認定された工事の各落札価格（税抜き）の１ 

５％相当額に消費税相当額を加算した額と認めるのが相当であるとした上 

で，過失相殺の主張を排斥し，甲町長（本件住民訴訟被告）は，相手方一 

覧表の「相手方」欄記載の各相手方に対し，それぞれ同表の「認定額（第 

一審）」欄記載の金額（合計５億５７３２万４７７５円。なお，丁（５０ 
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００万円）及び戊（４０００万円）に関しては，各建設業者に対する認定 

額に応じて按分した額について，各建設業者と不真正連帯責任を負うもの 

とされている。）及びこれに対する平成２１年６月６日から支払済みまで 

年５分の割合による金員を被告に支払うよう請求することの義務付けを認 

める一部認容判決をした（甲１）。 

   イ 控訴審 

     本件住民訴訟の第一審の被告補助参加人らは，上記アの第一審判決の被 

告（甲町長）敗訴部分を不服として控訴を提起した（前記前提事実（２） 

イ）。また，控訴審において，Ａ及びＢが控訴人（甲町長）に補助参加し 

た（甲２，６の１）。 

     控訴審においては，平成２４年１１月６日に第１回口頭弁論期日が実施 

され，平成２５年１月２３日に実施された第２回口頭弁論期日において弁 

論が終結され，同年５月１０日に実施された第３回口頭弁論期日において 

本件控訴審判決が言い渡された。本件受任弁護士らは，判決言渡期日を含 

む全ての口頭弁論期日に少なくとも３名出席していた（甲６）。 

     控訴審における主要な争点は，第一審における争点のほか，控訴審にお 

いて補助参加した補助参加人２名（Ａ及びＢ）の補助参加及び不服申立て 

の範囲の拡張の可否であり，原告らは，上記争点に関し，２通の準備書面 

を提出し，書証として甲３９号証ないし４８号証を提出するなどした（甲 

２，６，１１）。 

     控訴審裁判所は，審理の結果，上記補助参加人２名の補助参加及び不服 

申立ての範囲の拡張を適法，有効であると認め，第一審が，本件請求対象 

工事のうち，甲町建設業共同組合に加入していない業者が入札に参加した 

工事４件及び落札率が９５％未満の工事９件を除く工事については，甲町 

建設業共同組合の主導により，入札に参加した甲町建設業共同組合加入業 

者の間で談合が行われていたものと認めた点を正当と認め，談合が行われ 
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たものとして認定された工事において，談合により形成された実際の落札 

価格と想定落札価格との差額を被告が被った損害とし，民事訴訟法２４８ 

条を適用して損害を算出するとしつつも，損害額については，談合が行わ 

れたものとして認定された工事の各落札価格（税抜き）の１０％相当額に 

消費税相当額を加算した額と認めるのが相当であるとした上で，過失相殺 

の主張を排斥し，その結果，第一審判決を変更し，甲町長（本件住民訴訟 

控訴人）は，相手方一覧表の「相手方」欄記載の各相手方に対し，それぞ 

れ同表の「認定額（控訴審）」欄記載の金額（合計３億７４７４万９７２ 

５円）及びこれに対する平成２１年６月６日から支払済みまで年５分の割 

合による金員を被告に支払うよう請求することの義務付けを認める判決を 

した（本件控訴審判決。甲２）。 

   ウ 上告審 

     本件住民訴訟の控訴人補助参加人らは，本件控訴審判決を不服として敗 

訴部分の取消しを求めて上告及び上告受理申立てをした（前記前提事実 

（２）ウ）が，最高裁判所は，平成２５年１２月１７日，上告については， 

その実質は事実誤認を主張するものであり，民事訴訟法３１２条１項又は 

２項に規定する事由に該当しないとして，各上告を棄却し，上告受理の申 

立てについては，同法３１８条１項により受理すべきものとは認められな 

いとして，いずれも上告審として受理しない旨決定した（甲３，弁論の全 

趣旨）。 

 （３）回収額等 

   ア（ア）被告は，甲町長が損害賠償金元金及び遅延損害金を被告に支払うよ 

う請求することを義務付けた本件控訴審判決が確定したことを受けて， 

相手方一覧表の「相手方」欄記載の各相手方に対して本件控訴審判決 

により請求を命じられた金員の支払を請求し，平成２５年７月５日に 

はＫから３８６万８８０４円，同月１９日にはＡから１２６万６３２ 
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８円，同年９月２１日にはＢから６４４万３２５３円，平成２６年２ 

月７日にはＬから５１９５万７１２４円，同月１２日及び同月２６日 

にはＭから合計７８１万１１８１円の各支払を受けた（乙２）。 

       被告は，平成２６年３月４日，本件控訴審判決により請求を命じら 

れた金員の支払に応じなかった２０者（上記５業者を除く１８業者及 

び２名の元理事）を被告とする訴訟を提起した（第２次訴訟。当庁平 

成２６年（ワ）第１９３７号。乙３ないし７）。 

       被告は，上記第２次訴訟を提起した後，平成２６年３月６日にはＮ 

から８６５万１４７８円，同月１４日にはＯから４７７万３０６１円， 

同月１７日には泉州ビルドから９５６万２２９９円の支払を受けたこ 

とから，その頃，これらの業者に対する第２次訴訟を取り下げ，また， 

同年７月１７日にはＰが５２２７万３６１１円を被告に一括弁済する 

旨の，同年９月１６日にはＱが２３３３万７４８６円を被告に一括 

弁済する旨の和解（訴訟上の和解）をそれぞれし，これらの業者に対 

する第２次訴訟を終了させるとともに各和解金の支払を受けた（乙 

２）。 

（イ）被告が提起した上記（ア）の第２次訴訟のうち，上記（ア）の訴え 

の取下げ及び一括弁済による和解によって訴訟が終了した各業者以外 

の者（業者ら及び元理事ら）を被告（第２次訴訟被告）とする部分は， 

後記（ウ）のとおり分割弁済による和解（訴訟上の和解）によって訴 

訟が終了した業者らを被告とする部分を除き，平成２６年７月１１日 

から平成２７年１月１６日までの間に，以下のａないしｃのとおり， 

それぞれ被告とされた者（業者ら及び元理事ら）に損害賠償金元金及 

び遅延損害金の支払を命ずる判決がされ，これらの判決はいずれもそ 

の頃確定した（乙３ないし５，弁論の全趣旨）。 

      ａ 第２次訴訟被告 Ｃ（乙３） 
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        判決言渡日   平成２６年７月１１日 

        損害賠償金元金 ９５９万９６２５円 

        遅延損害金   上記元金について平成２１年６月６日から支払 

済みまで年５分の割合による金員 

      ｂ 第２次訴訟被告 Ｇ（乙４） 

        判決言渡日   平成２６年８月２２日 

        損害賠償金元金 １３４９万２５００円 

        遅延損害金   上記元金について平成２１年６月６日から支払 

済みまで年５分の割合による金員 

      ｃ 第２次訴訟被告 Ｄ，Ｅ，Ｒ，Ｓ，Ｔ，丁及び戊（乙５） 

        判決言渡日   平成２７年１月１６日 

        損害賠償金元金 Ｄ １５９３万３７５０円 

                Ｅ ５０６万４１５０円 

                Ｒ １３３５万６０００円 

                Ｓ １８６７万７４００円 

                Ｔ ５３７万０７５０円 

                丁 ５０００万円 

                戊 ４０００万円 

        遅延損害金   上記損害賠償金元金についてそれぞれ平成２１ 

年６月６日から支払済みまで年５分の割合によ 

る金員（ただし，Ｓ及びＴについては，平成２ 

５年１２月２０日までの確定遅延損害金（前者 

につき２６５万２０７２円，後者につき７７万 

９８２０円）を損害賠償金元金に加算された金 

額が，主文に記載され，うち損害賠償金元金に 

対する同月２１日から支払済みまで年５分の割 



 - 23 - 

合による金員の支払とされている。） 

（ウ）被告が提起した上記（ア）の第２次訴訟のうち，上記（ア）及び

（イ）に記載した訴えの取下げ，一括弁済による和解（訴訟上の和

解）並びに判決言渡しによって訴訟が終了した各被告以外の業者らを

被告（第２次訴訟被告）とする部分は，平成２６年１０月１５日，以

下のａないしｆのとおり，これらの業者が被告に対して損害賠償金元

金及び遅延損害金を支払う旨の訴訟上の和解が成立した（乙６，７）。 

      ａ 第２次訴訟被告 Ｕ（乙６の１） 

      （ａ）支払義務を認めた額 

         損害賠償金元金 ２１３３万６０００円 

          遅延損害金   上記損害賠償金元金に対する平成２１年６月 

６日から支払済みまで年５分の割合による金 

員 

      （ｂ）分割弁済の金額 

         損害賠償金元金 ２１３３万６０００円 

         遅延損害金    ５６７万５９６０円 

                  （上記損害賠償金元金に対する平成２１年６ 

月６日から平成２６年９月３０日までの遅延 

損害金） 

         合計      ２７０１万１９６０円 

      （ｃ）分割弁済方法 

         平成２６年１０月３１日限り １００万円 

         同年１１月から平成３３年８月まで，毎月末日限り 

                        ３１万５０００円ずつ 

         同年９月３０日限り      １８万１９６０円 

     ｂ 第２次訴訟被告 Ｖ（乙６の２） 
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      （ａ）支払義務を認めた額 

         損害賠償金元金 ５３２６万６５００円 

          遅延損害金   上記損害賠償金元金に対する平成２１年６月 

６日から平成２５年１２月２０日までの遅延 

損害金残金５４７万８０６２円及び同月２１ 

日から支払済みまで年５分の割合による金員 

      （ｂ）分割弁済の金額 

         損害賠償金元金 ５３２６万６５００円 

         遅延損害金    ５４７万８０６２円 

                   （上記（ａ）の平成２５年１２月２０日まで 

の遅延損害金残金） 

                   ２０７万２２８５円 

                  （上記損害賠償金元金に対する同月２１日か 

ら平成２６年９月３０日までの遅延損害金） 

         合計      ６０８１万６８４７円 

      （ｃ）分割弁済方法 

         平成２６年１０月３１日限り １００万円 

         同年１１月から平成３３年８月まで，毎月末日限り 

                        ７２万３０００円ずつ 

         同年９月３０日限り      ５３万０８４７円 

      ｃ 第２次訴訟被告 Ｗ（乙６の３） 

      （ａ）支払義務を認めた額 

         損害賠償金元金 ６１７万４０００円 

          遅延損害金   上記損害賠償金元金に対する平成２１年６月 

６日から支払済みまで年５分の割合による金 

員 
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      （ｂ）分割弁済の金額 

         損害賠償金元金 ６１７万４０００円 

         遅延損害金   １６４万２４５３円 

                  （上記損害賠償金元金に対する平成２１年６ 

月６日から平成２６年９月３０日までの遅延 

損害金） 

         合計      ７８１万６４５３円 

      （ｃ）分割弁済方法 

         平成２６年１０月３１日限り １４万円 

         同年１１月から平成３３年８月まで，毎月末日限り 

                        ９万３０００円ずつ 

         同年９月３０日限り      ５万０４５３円 

     ｄ 第２次訴訟被告 Ｘ（乙７の１） 

      （ａ）支払義務を認めた額 

           損害賠償金元金 ４８１９万３９５０円 

           遅延損害金   上記損害賠償金元金に対する平成２１年６月 

６日から平成２５年１２月２０日までの遅延 

損害金残金７８９万５９６６円及び同月２１ 

日から支払済みまで年５分の割合による金員 

      （ｂ）分割弁済の金額 

         損害賠償金元金 ４８１９万３９５０円 

         遅延損害金    ７８９万５９６６円 

                   （上記（ａ）の平成２５年１２月２０日まで 

の遅延損害金残金） 

                   １８７万４９４２円 

                  （上記損害賠償金元金に対する同月２１日か 
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ら平成２６年９月３０日までの遅延損害金） 

         合計      ５７９６万４８５８円 

      （ｃ）分割弁済方法 

         平成２６年１０月３１日限り ８０万円 

         同年１１月から平成３４年８月まで，毎月末日限り 

                       ６０万２０００円ずつ 

         同年９月３０日限り     ５７万６８５８円 

      ｅ 第２次訴訟被告 Ｙ（乙７の２） 

      （ａ）支払義務を認めた額 

         損害賠償金元金 ２１２０万６２０３円 

          遅延損害金   上記損害賠償金元金に対する平成２６年４月 

２６日から支払済みまで年５分の割合による 

金員 

      （ｂ）分割弁済の金額 

         損害賠償金元金 ２１２０万６２０３円 

         遅延損害金     ４５万８９８３円 

                  （上記損害賠償金元金に対する平成２６年４ 

月２６日から同年９月３０日までの遅延損害 

金） 

         合計      ２１６６万５１８６円 

      （ｃ）分割弁済方法 

         平成２６年１０月３１日限り ３０万円 

         同年１１月から平成３３年８月まで，毎月末日限り 

                           ２５万８０００円ずつ 

             同年９月３０日限り     ２０万９１８６円 

      ｆ 第２次訴訟被告 Ｚ（乙７の３） 
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      （ａ）支払義務を認めた額 

         損害賠償金元金 ４１６万８５００円 

          遅延損害金   上記損害賠償金元金に対する平成２１年６月 

６日から支払済みまで年５分の割合による金 

員 

      （ｂ）分割弁済の金額 

         損害賠償金元金 ４１６万８５００円 

         遅延損害金   １１０万８９３５円 

                  （上記損害賠償金元金に対する平成２１年６ 

月６日から平成２６年９月３０日までの遅延 

損害金） 

         合計      ５２７万７４３５円 

      （ｃ）分割弁済方法 

         平成２６年１０月３１日限り １１万円 

         同年１１月から平成３３年８月まで，毎月末日限り 

                        ６万２５００円ずつ 

         同年９月３０日限り      ４万２４３５円 

    イ 被告は，第２次訴訟において和解が成立したものの分割金の支払を履 

行しなかった業者並びに第２次訴訟に係る判決が確定した業者及び連帯 

債務の支払を課せられた個人２名（甲町建設業共同組合の理事の職にあ 

った者）について，これらから破産手続を行うことを明言している業者 

２社（Ｃ及びＴ。乙３の３，１４）並びに公示送達により判決を受けた 

業者１社（Ｇ。乙４）を除く９者（Ｄ，丁，Ｅ，Ｒ，Ｓ，戊，Ｚ，Ｙ， 

Ｘ）に対して財産開示手続をすることとし，平成２７年３月２０日付け 

で同手続に係る申立書を提出し（大阪地方裁判所岸和田支部同年（財 

チ）第３号ないし第１１号），同年５月２２日付けで，いずれも財産開 
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示手続を実施する旨の実施決定がされた（乙１７，弁論の全趣旨）。 

    ウ 被告の平成２７年４月３０日時点における回収額は，別紙３「住民訴 

訟にかかる損害賠償金等の納付状況」の「納付済額計」欄及び別紙４ 

「損害賠償金等納付状況」の「支払（納付）総額」欄記載のとおり，１ 

億９６６７万６６２５円（内訳は，損害賠償金元金１億４６６１万２３ 

９７円，遅延損害金５００６万４２２８円）である（なお，別紙３及び 

別紙４において「業者名」欄に対応して付された１ないし２５の番号は， 

相手方一覧表の「相手方」欄に対応して付された番号に対応するもので 

ある。）。 

  ３ 検討 

  （１）本件住民訴訟における事案の難易，本件受任弁護士らが要した労力の程 

度等 

    ア 前記認定事実（２）のとおり，本件住民訴訟においては，被告におい 

て平成１５年度から平成１９年度までに行われた本件請求対象工事にお 

ける談合の有無が主要な争点の一つであったところ，一般に談合は秘密 

裏に行われるものであって，その証拠の収集にも困難を来すものといえ 

る上，本件請求対象工事は，上記のとおり５年間に及ぶ合計１５７件の 

公共工事であって（甲１，２），本件住民訴訟において損害賠償請求を 

すべきものとされた公共工事の件数も１４４件であり，業者も２３業者 

に上るなど，その関係者も多数に及ぶものということができる。そして， 

上記争点に関しては，平成２０年３月にＤ代表者らに対する関連入札妨 

害事件についてされた刑事事件判決において，甲町建設業共同組合主導 

の下で長年にわたり恒常的に談合が存在した旨の事実が認定されており， 

これが原告らが本件住民訴訟を提起する端緒となり，かつ本件請求対象 

工事について談合がされたことを疑わせる重要な契機となってはいるも 

のの（甲１，弁論の全趣旨），本件請求対象工事の中には本件住民訴訟 
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の提起の時点でその契約から５年程度が経過したものも存し（前記前提 

事実（２），甲１），関連入札妨害事件の事件記録の他には本件請求対 

象工事について談合の存在を示す十分な証拠を入手することは困難であ 

ったものといえる。さらに，上記のとおり，本件請求対象工事の件数も 

多数に上るものであって，本件住民訴訟において損害賠償請求をすべき 

ものとされた業者の数も２３者と相当数に上る上，甲町建設業共同組合 

の元理事２名の責任も追及しており，また，これら損害賠償請求をすべ 

きものとされた業者や理事個人の大部分の者が本件住民訴訟に補助参加 

しており，かつこれら補助参加人らとの間で大きく主張が対立していた 

ものであった（甲１，２）。そのため，本件受任弁護士らとしては，談 

合の存在等について，関係者の供述の信用性の検討に加えて，間接事実 

を積み重ねることによりこれを推認するという立証方法を採ることを余 

儀なくされたことがうかがわれる（この点，本件住民訴訟被告（甲町 

長）が原告らの主張立証活動に特段協力的であったという形跡もうかが 

われない。）。そして，原告らは，平成１５年度から平成１９年度まで 

に行われた本件請求対象工事における談合が存在したことを立証するた 

め，関連入札妨害事件に係る事件記録等を入手する必要があり，そのた 

めに前記認定事実（２）アのとおり，本件受任弁護士らにおいて文書送 

付嘱託や記録の提示の申出をするなどし，これらにより裁判所に送付等 

された記録の謄写等を行って本件住民訴訟に書証として提出をしたもの 

であって，本件住民訴訟を進めるに当たっては，関連入札妨害事件に係 

る記録等の検討，分析等を含めて相当程度の労力を割くことをやむなく 

されていたものといえる。 

      さらに，前記前提事実（２）及び前記認定事実（２）のとおり，本件 

住民訴訟は，訴え提起から判決の確定まで４年６か月以上を要し，第一 

審においては６名の証人尋問を実施している。 
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      以上の諸点に鑑みると，本件住民訴訟は，相当程度複雑困難な事案で 

あったものと認められる。 

イ このように本件住民訴訟は相当程度複雑困難な事案であったものであ

るところ，前記認定事実（２）ア，イのとおり，本件受任弁護士らは，

第一審及び控訴審において，多数の準備書面及び書証を提出しているほ

か，第一審においては６名の証人尋問を行っているが，うち５名は本件

住民訴訟の補助参加人らの申請に係るものであり，原告ら申請の１名を

含めた全員が原告らにとってはいわゆる敵性証人であって（甲１０，弁

論の全趣旨），本件受任弁護士らにおいては，その尋問に相当程度の労

力を要したものと推認される。そして，本件受任弁護士らは，第一審及

び控訴審の各口頭弁論期日において必ず３名以上が出席している。 

（２）本件住民訴訟の判決（本件控訴審判決）において認容された額，本件控

訴審判決を踏まえ被告が回収した額 

   前記認定事実（２）イのとおり，本件住民訴訟において，本件控訴審 

判決において認容された額は３億７４７４万９７２５円（損害賠償金元 

金）及びこれに対する平成２１年６月６日から支払済みまで年５分の割 

合による金員（遅延損害金）である。 

   他方，前記認定事実（３）ウのとおり，本件控訴審判決の結果，これ 

に基づいて被告が回収した額は，平成２７年４月３０日時点において， 

損害賠償金元金１億４６６１万２３９７円及び遅延損害金５００６万４ 

２２８円の合計１億９６６７万６６２５円であり，被告は，同時点にお 

いて，現実に同額の経済的利益を受けたものということができる。 

   なお，上記のとおり，被告が回収した上記金額は遅延損害金を含むも 

のであるが，本件住民訴訟において遅延損害金の請求がされており，本 

件控訴審判決において遅延損害金に係る部分が認容されていたことから， 

被告は損害賠償金元金に係る平成２１年６月６日からの遅延損害金を得 
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ることができたというべきであり，実際に被告は年５分の割合により計 

算される遅延損害金を収受している以上，回収した額からからこれを除 

外して評価することは相当とは解されない。 

   この点，本件委任契約においては本件住民訴訟により確定した判決認 

容額の元本額を経済的利益の額とする旨合意されている（前記認定事実 

（１）イ（ア））ところ，被告は，かかる本件委任契約の合意内容に照 

らしても，遅延損害金の額を考慮すべきではない旨主張する。しかしな 

がら，住民訴訟において住民（原告）が勝訴（一部勝訴した場合を含 

む。）した場合に普通地方公共団体から当該住民に支払われるべき弁護 

士報酬相当額を検討するに際しては，当該住民訴訟が当該普通地方公共 

団体の財産の回復を目的とするものであること（地方自治法２４２条の 

２第１項４号の場合）に鑑みて，当該住民訴訟で認められた判決認容額 

のみでなく，その範囲内で，当該普通地方公共団体が現実に回収するこ 

とができた金額をも勘案することが住民訴訟の性格にかなうものといえ 

る。そうである以上，たとい本件委任契約のように，弁護士報酬額算定 

の基礎となる経済的利益の額が判決認容額の元本額とされている場合で 

あっても（なお，あくまでも「判決認容額」の元本額であって，「回収 

額」の元本額とはされていない。），その範囲内にとどまる限りは，上 

記のとおり現実に回収した遅延損害金の額をも含めて勘案すべきである。 

そして，本件において，既に納付された損害賠償金元金及び遅延損害金 

の合計額（１億９６６７万６６２５円）は本件控訴審判決における認容 

額の元金部分（３億７４７４万９７２５円）に満たないことからすれば， 

損害賠償金元金部分のみを基準として経済的利益の額を考慮すべきとす 

る上記被告の主張を採用することはできない。 

（３）住民訴訟の性格 

前記１のとおり，住民訴訟は，住民が，自己の個人的な権利利益の保護
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救済を求めて提起するものではなく，地方財務行政の適正な運営を確保す

ることを目的として，自己を含む住民全体の利益のために，いわば公益の

代表者として提起するものであり，地方自治法２４２条の２第１２項も，

住民が地方公共団体に請求できる金額について，訴訟を委任した弁護士に

支払うべき報酬額の範囲内で相当と認められる額としていることからすれ

ば，弁護士報酬相当額は，このような住民訴訟の性格や上記条文の規定内

容をも踏まえたものであって，地方財務行政の適正化という住民訴訟の目

的に反するような高額な金額をもって，弁護士報酬相当額ということはで

きない。 

（４） 旧報酬規程による報酬額及び消費税 

  本件委任契約によれば，原告らが本件受任弁護士らに支払うべき弁護士 

報酬額は，旧報酬規程に基づく着手金・報酬額及び消費税である旨合意さ 

れている（ただし，前記認定事実（１）イ（ウ）のとおりの限定があ 

る。）。 

  そこで，事件の内容による増減額等を考慮せず，被告の受けた経済的利 

益を以下のとおり仮定した上で，旧報酬規程を適用した場合の着手金・報 

酬額及び消費税を算定すると（なお，控訴審及び上告審の着手金について 

は考慮しないものとする。），次のとおりとなる。 

 ア 被告の受けた経済的利益を回収金額１億９６６７万６６２５円とした 

場合（１円未満切り捨て。以下同様。） 

（ア）着手金 ６５９万０２９８円 

（イ）報酬金 １３１８万０５９７円 

（ウ）上記（ア）及び（イ）の合計 １９７７万０８９５円 

（エ）上記（ウ）の金額に消費税（５％）を加算した額 ２０７５万９４ 

３９円 

 イ 被告の受けた経済的利益を，本件控訴審判決の認容額元本３億７４７４
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万９７２５円とした場合（なお，旧報酬規程では，経済的利益の額には，

利息及び遅延損害金を含むとされている（１４条１項１号）ことから，本

件控訴審判決確定時までの遅延損害金の額も加算した額を被告が受けた経

済的利益の額とすることも考えられるが，前記認定事実（１）イのとおり，

本件委任契約においては，判決認容額の元本額を経済的利益の額として算

出するとされているから，上記のとおり認容額元本を基に算出することと

した。） 

（ア）着手金 １１１８万４９９４円 

（イ）報酬金 ２２３６万９９８９円 

 （ウ）上記（ア）及び（イ）の合計 ３３５５万４９８３円 

 （エ）上記（ウ）の金額に消費税を加算した額 ３５２３万２７３２円 

    （同金額は，原告らの請求額である。） 

（５） 分割弁済による和解に係る未回収分の考慮について 

   原告らは，被告が談合した業者との間で締結した分割弁済による和解に 

ついて，未回収部分を含めてその全額，または少なくともその債権総額の 

７割をもって経済的利益として考慮すべきと主張する。 

  しかし，上記和解により合意された金額のうち，期限の未到来分も含め 

て実際に支払われていない部分については，被告に生じた損害が現実に回 

復されていない以上，これを地方公共団体が回収した額と同視することが 

相当とは解されない。 

  また，原告らが指摘するように，旧報酬規程には継続的給付債権につい 

てはその債権総額の７割を経済的利益の額として算定する旨の定めも存す 

る（１４条３号）ものの，本件の第２次訴訟において締結された前記認定 

事実（３）ア（ウ）記載の和解は７年間ないし８年間にわたる長期の分割 

弁済である上，上記和解に沿った弁済を行っていない業者も複数存するこ 

と（別紙４「損害賠償金等納付状況」の「納付状況」欄参照）に照らせば， 
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その回収には相当の困難も見込まれるのであって，上述のような住民訴訟 

の性格に鑑みても，上記和解において合意された債権総額の７割が本件住 

民訴訟によってもたらされた経済的利益であると断じることは相当とは解 

されない。 

（６）被告主張の経費等の考慮について 

  被告は，別紙２「住民訴訟にかかる年度別経費（概数）」のとおり，損 

害賠償金回収のために約１億３０００万円もの経費を支出しているほか， 

国庫補助金等を受けて事業実施したものについて多額の返還金が生じるか 

ら，これらの経費及び返還金の相当額を回収した金額から控除すべきであ 

る旨主張する。しかしながら，勝訴により確保された経済的利益の額とし 

て判決の結果当該普通地方公共団体が回収した額を考慮するに際しては， 

その額は，現に回収された額とすべきであり，現に回収された額からその 

回収に伴い国に返還されることとなる国庫補助金相当額を控除した額とす 

べきではないし（平成２３年判決参照），回収のための経費についても， 

現に回収された金額部分に対応したもの以外の経費も含まれている上，こ 

れらの経費は地方公共団体の業務に属するものともいい得ることに照らせ 

ば，勝訴により確保された経済的利益の額として本件住民訴訟に係る本件 

控訴審判決の結果被告が回収した額として考慮すべきものとはいえない。 

（７） 判断 

    前記１記載のとおり，地方自治法２４２条の２第１２項にいう「相当と 

認められる額」とは，住民訴訟を提起した住民が勝訴（一部勝訴を含 

む。）した場合において，当該住民から訴訟委任を受けた弁護士が当該訴 

訟のために行った活動の対価として必要かつ十分な程度として社会通念上 

適正妥当と認められる額をいい，その具体的な額は，当該訴訟における事 

案の難易，弁護士が要した労力の程度及び時間，認容された額，判決の結 

果普通地方公共団体が回収した額，住民訴訟の性格その他諸般の事情を総 



 - 35 - 

合的に勘案して定められるべきものと解するのが相当である。 

これを本件についてみるに，既述のとおり，本件住民訴訟は相当程度複

雑困難な事案であり，本件受任弁護士らは，本件住民訴訟を提起，追行す

るについて，相当な労力及び時間を要したものと認められる。また，本件

住民訴訟で認容された額（本件控訴審判決による認容額）は，損害賠償金

元金合計３億７４７４万９７２５円及び遅延損害金の請求の義務付けであ

り，被告による回収額は，平成２７年４月３０日時点において，損害賠償

金元金１億４６６１万２３９７円及び遅延損害金５００６万４２２８円の

合計１億９６６７万６６２５円である。この点，弁護士報酬相当額を判断

するに当たっては，上記のとおり，本件住民訴訟で認容された額自体も重

要な要素となるとともに，住民が，自己の個人的な権利利益の保護救済を

求めて提起するものではなく，地方財務行政の適正な運営を確保すること

を目的として，自己を含む住民全体の利益のために，いわば公益の代表者

として提起するものであるという住民訴訟の性格にも鑑みれば，本件控訴

審判決を踏まえて被告が現実に回収した金額もまた重要な要素となるもの

というべきである。もっとも，和解が成立した業者からは将来一定額の回

収も見込まれること（別紙４「損害賠償金等納付状況」のとおり，前記認

定事実（３）ア（ウ）記載の第２次訴訟において分割弁済による和解が成

立した業者６者のうち３者からは，その後和解金の納付がされている。）

に照らせば，上記のとおり，本件住民訴訟で認容された額自体も勘案すべ

きであって，上記現時点（本件口頭弁論終結時点に近接するものとして認

定できる平成２７年４月３０日時点）での回収額のみを基準に弁護士報酬

相当額を認定することは相当ではない。以上に加え，前記認定事実（１）

で認定した本件委任契約における弁護士報酬等の約定内容や，上記（４）

の被告が現実に回収した金額と本件住民訴訟で認容された損害賠償金元金

の金額をそれぞれ経済的利益の額として旧報酬規程に基づいて算出した金
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額等をあわせ勘案すると，本件における弁護士報酬相当額は，２１００万

円（２０００万円とこれに対する５％の消費税額１００万円の合計額）と

認めるのが相当である。 

４ 遅延損害金の起算点 

   地方自治法２４２条の２第１２項に基づく被告の弁護士報酬相当額の支払 

義務は期限の定めのない債務と解するべきであり，被告が原告らから履行の 

請求を受けた時から遅滞に陥る（民法４１２条３項）ところ，前記前提事実 

（３）のとおり，原告らは，平成２５年１２月２６日，被告に対し，本件住 

民訴訟に係る弁護士報酬相当額として，３５２３万２７３２円を１４日以内 

に支払うよう請求しているから，本件の弁護士報酬相当額の遅延損害金の起 

算点は平成２６年１月１０日となる。 

５ 結論 

以上によれば，原告らの請求は，２１００万円及びこれに対する平成２６ 

年１月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員の支払を求める限度 

で理由があるからその限度でこれを認容し（なお，原告らの各請求に係る債 

権は，その性質上，不可分債権と認められる。），その余の請求は理由がな 

いから棄却することとし，訴訟費用の負担について，行政事件訴訟法７条， 

民事訴訟法６４条本文，６５条１項本文，６１条を適用して，主文のとおり 

判決する（なお，仮執行宣言を付することは相当でないので，これを付さな 

いこととする。）。 
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